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はじめに
グローバルな正義とは何か。これを緻密かつ理論的に定義するのはむ
ずかしい。他方、グローバルな「不正義」であれば、大雑把かつ感覚的
に理解するのは比較的容易である。たとえば、６秒に１人の子どもが貧
困や栄養失調を原因に命を落とす世界の貧困問題１）、0.14％の富裕層が
世界の金融資産の50％以上を所有しているグローバルな格差問題（TJN
2012: 36）、将来世代を犠牲にして不可逆的に地球環境を破壊している
地球環境問題などは、グローバルな不正義の例といえるだろう。中でも、
グローバルな格差問題に関連して、世界金融危機を引き起こして実体経
済に大きなダメージを与えながら、政府から多額の資金注入を受け取る
など、多大な影響力を持つ金融業界は、グローバルな不正義の一つの象
徴であり、また不正義を惹起している大きな要因であろう。
この点について、2012年にフランス大統領に就任したフランソワ・オ
ランド（François Hollande）は、同年１月に、「私の敵には名前があり
ません。顔もありません。政党もありません。立候補することも決して
ありません。代議士として当選することもありません。しかし、私の敵
は確かにこの世を支配しているのです。その敵とは、金融の世界です。
私たちが見る前で、20年の間に、金融は経済と社会と私たちの命をコン
トロールするに至ってしまいました。今、金融界は１秒のほんの数分の
１の時間で途方もない金額を動かし、諸国家を脅かし、銀行を倒し、企
業を外国に追いやることすら可能になってしまったのです」との演説を
行っている２）。
グローバルな不正義に関連する原因は多岐にわたるが、少なくとも次
の三つは指摘されねばならないだろう。それは、まずグローバルな不正
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義を是正するために必要となる資金の不足であり、次に「ギャンブル経
済（投機マネー経済）」の跋扈、そしていわゆる「１％の、１％による、
１％のためのガヴァナンス」である。
最初の点は、地球規模問題を解決するための構想、政策、プロジェク
トは数え切れないほどあるにもかかわらず、それらを実施するための資
金が不十分であることを意味している。たとえば、国連ミレニアム開発
目標（MDGs）を達成するには、現行の政府開発援助（ODA）に加えて
年間500億ドル（５兆円。１ドル＝100円で計算。以下同様）、気候変動
対策には年間1950億ドル（寺島委員会 2010: 33）、地球規模問題全般に
対処するには、年間3240億ドル（32兆4000億円）から3360億ドル（33
兆6000億円）が必要と見積もられている（Taskforce 2010: 4）。しかし
ながら、現在の先進国の財政状況を鑑みると、これだけの資金が供給さ
れるとは考えにくい。
次に、大金を株式、債権、為替、デリヴァティブなどに投資して、利
ざやで短期的利益をあげるギャンブル経済の膨張がある。2012年の実体
経済の規模（世界のGDP総計）が72.22兆ドル（7222兆円）であるのに
対して３）、世界の金融資産の規模（証券・債券・公債・銀行預金の総計）
は268.6兆ドル、さらにデリヴァティブ金融資産が同年末月の時点で
632.6兆ドルで、合計すると901.2兆ドル（9京120兆円）となり、実体経
済の倍以上に達した４）。つまり、巨額の金を動かして巨利を求めるマネ
ーゲームが、世界経済を「支配下」に置いているともいえるのである。
このギャンブル経済の動きに、国や企業は逆らえない。なぜなら、ギリ
シャの例からもわかるとおり、逆らえば国債や株式が売りを浴びせられ、
価値が暴落し、国家は経済破綻、企業は倒産してしまうからである（佐
久間 2002: 113）。
このような状況を是正するためには、グローバルなレベルで適切に機
能するガヴァナンスが必要である。しかしそのようなガヴァナンスは現
在のところ存在しない。あるのは、いわゆる「１％の、１％による、
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１％のためのガヴァナンス」、すなわち、少数の強国や強者が、大多数
の小国や弱者を犠牲にして、自分たちに都合のよいルールを制定するな
ど、民主性も、透明性も、アカウンタビリティ（説明責任）も欠いたガ
ヴァナンスである（Held 2000）。
ここに挙げた３つの原因は、ODAの増額やバーゼル規制の強化など、
従来の政策の延長で解決できるものではない。つまり、グローバルな不
正義を是正するためには、従来の政策、構想を超えた革新的な取組みが
求められているのである。
本稿は、その取組みとして、グローバル・タックス、とりわけ金融取
引に対する課税に着目し５）、この政策がギャンブル経済を抑制しつつ、
地球規模問題解決のための資金を生み出し、グローバルな富の再分配を
促すのみならず、透明で、民主的で、アカウンタブルなグローバル・ガ
ヴァナンスを創造して、グローバルな不正義を是正する処方箋となりう
るかどうかを検討するものである。そのために、まず第１節で金融取引
に対する課税の諸構想を概観しつつ、これらを税収と使途、投機抑制効
果、長所と短所の観点から比較・分析を行う。続いて第２節で、税の導
入に伴って必要となるガヴァナンスについて詳しく吟味し、最後に金融
取引税導入をめぐるポリティックスを検討しながら、グローバル・ガヴ
ァナンスの今後のあり方を展望する。
１．金融取引に対する課税の諸構想の比較分析
（１）諸構想の概観
金融取引への課税の議論は、1970年代初頭にジェームズ・トービン
（James Tobin）によって開始された。トービンは固定相場制から変動相
場制への移行に伴う外国為替市場の不安定さを懸念し、その安定化と各
国の経済政策の自律性の維持のために、外国為替市場におけるあらゆる
取引への課税を提案した（Tobin 1978）。それが、いわゆるトービン税
と呼ばれているものである。
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その後、トービン税はドイツの経済学者であるパウル・シュパーン
（Paul Spahn）によって、再定式化された。すなわち、通常の為替取引
には0.005％～0.02％の低率の税をかける一方（一階部分＝税収の確保）、
設定した変動幅を越える取引に対しては高率の税（たとえば80％）をか
け（二階部分＝サーキット・ブレーカー機能）、投機を抑え込みつつ、
一定の税収を確保する通貨取引税構想である（Spahn 1995: n.p.;
Patomäki 2001: 137-170; 諸富 2002: 143; Jetin 2002: 59-68; 上村 2009:
200-201）。
これらの構想はフランス下院、ベルギーで可決されたが、他のヨーロ
ッパ諸国の実施を条件としているため、いまだに導入されていない。そ
の主要な理由は、①金融市場に対する悪影響の懸念（Atkinson 2004: 14）、
②技術的困難（地球環境税等研究会 2009）、③租税回避（Patomäki
2001: 64; 諸富 2002: 156-157）などである。中でも、最大の批判は世界
で一斉に導入しなければ、導入していない市場へ租税回避が起こるとい
うものである。
このような状況を打破し、通貨取引税を実現させる新たな試みとして
提唱されたのが通貨取引開発税である。通貨取引開発税とは、「ある特
定の通貨にかかわるすべての外国為替取引に、それが世界のどこで行わ
れていようとも、0.005％の税を課す仕組み」である（Hillman et al.
2006: 17）。この構想は、イギリスのNGOネットワークであるスタン
プ・アウト・ポヴァティ（SOP: Stamp Out Poverty）が、2007年２月
に開催された革新的開発資金に関するリーディング・グループ（以下リ
ーディング・グループと記述）総会時に提唱したものである。リーディ
ング・グループは、世界初のグローバル・タックスである航空券連帯税
の普及や革新的資金メカニズムを議論し、政策に落とし込む目的で、
2006年３月に創設された。現在、65ヶ国の加盟国政府のほか、国際機関、
NGOなどが参加している。
通貨取引税と異なり、通貨取引開発税は、１ヶ国単位で実施が可能で
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ある点が特徴であり、これにより世界で一斉に実施しなければ租税回避
が起こるという通貨取引税に対する批判を乗り越えられるとしている
（Hillman et al. 2006）。その一方で、通貨取引開発税を実施した通貨の
取引を回避する可能性があり、ロドニー・シュミット（Rodney Schmidt）
は、たとえば税率0.005％の通貨取引開発税を円で実施した場合、円取
引が14％減少すると分析している（Schmidt 2007: 9-10）。
その後、世界金融危機を境にして通貨取引開発税を超えた議論が開始
された。その一つが、リーディング・グループによって創設されたタス
クフォース専門家委員会が提唱しているグローバル通貨取引税であり、
いま一つが、世界金融危機を引き起こした金融業界に対する市民の怒り
を背景に推し進められている金融取引税である。
リーディング・グループは、金融取引に対する課税について詳しく検
討するために、2009年10月に「開発のための国際金融取引に関するタス
クフォース」を創設し、タスクフォースは専門的な観点から研究を進め
報告書を準備するために、専門家委員会を設置した。2010年７月に専門
家委員会が出した結論は「各国はグローバル通貨取引税を導入すべし」
というものであった。グローバル通貨取引税とは、世界の通貨取引の
90％を占める主要17通貨の取引決済が行われている多通貨同時決済銀行
（CLS銀行）において、決済ごとに0.005％の税金をかけ、税収を新たに
創設するグローバル連帯基金（GSF: Global Solidarity Fund）に上納す
るという構想である（Taskforce 2010: 21）。グローバル通貨取引税はす
べての主要通貨に一斉に課税するため、通貨取引開発税と異なり、通貨
間の租税回避がなくなり、しかも税収は各国の国庫を経由しないため、
確実に超国家機関に上納される。
最後に、金融取引税はオーストリア経済研究所のシュテファン・シュ
ルマイスター（Stephan Schulmeister）らが提唱している構想で、通貨
取引だけでなく、株式、債権、デリヴァティブ、一次産品など、あらゆ
る金融資産の取引への課税を指す。この税により、株価、為替レート、
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一次産品価格の不安定さが弱められるのみならず、実施国政府に多大な
税収をもたらすとされる（Schulmeister 2009: 1-2）。
（２）比較分析
次に、これらの諸構想について、①税収と使途、②投機抑制効果、③
各々の長所、短所の観点から比較分析を行い、グローバルな不正義を是
正するために最も望ましい税のあり方を検討する。
ａ）税収と使途
まず、税収と使途であるが、トービン税の税収については、税率、通
貨取引の減少や租税回避の見込みなど複数の要因があり、800億ドルか
ら1000億ドル程度の幅がある（Jetin 2006; 2007: 106-108）。使途につ
いて、トービンはあくまでも税収を副産物としてみなし、国際通貨基金
（IMF）、世界銀行、あるいは国際決済銀行（BIS）が管理すればよいと
考えていた（Eichengreen et al. 1995: 165-166; Spahn 1995: 27; Jetin
2002:14; 諸富 2002: 143）。シュパーンは、通貨取引税の税収について、
0.02％の税率で500億ドルの税収を見込み、国際機関への一部割当ての
ような分配の仕組みを土台に、各国に再分配されるべきだとの提言を行
っている（Spahn 1995: 28）。
通貨取引開発税の税収見込みは334.1億ドルであるが（Schmidt 2007:
9-10）、トービンやシュパーンと異なり、SOPは税収の使途を具体的に
記している。それは、①きれいな水の供給と衛生状態の改善、②保健分
野の人材育成、③国連緊急対応中央基金（United Nation Central
Emergency Response Fund）への支援である（Hillman et al. 2006; 34;
Kapoor 2007: 4）。
250億ドルから343億8000万ドルの税収が見込まれるグローバル通貨
取引税の税収の使途についてタスクフォース専門家委員会は、税収は国
際開発や環境問題に、中でも保健、教育、飢餓、食糧危機など長期にわ
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たって安定した資金が必要な分野に投入されるべきだと主張している。
また同委員会は、途上国が低炭素型開発の道へ舵を切ることを可能にす
るために、気候変動の適応と緩和にも税収を使うべきだと提案している
（Taskforce 2010: 22-23, 29）。
最大の税収が見込まれるのは金融取引税である。シュルマイスターら
の2007年の試算によると、その税収は、主要な国々が金融取引税を導入
した場合、0.01％で2860億ドル（28兆6000億円）、0.05％で6550億ドル
（65兆5000億円）となる（Schulmeister 2009: 12-15）。その税収の使途
ついて、シュルマイスターらは「金融取引税は、財政赤字の補填や、と
りわけ超国家レベルでの政策目標の達成などに用いることのできる多額
の税収を、政府や超国家機関に提供する」とは言及しているが、具体的
な中身については明らかにしていない（Schulmeister 2009: 3-4）。
他方、通貨取引開発税を提唱していたSOPは、他のNGOや市民社会
組織とともに、2010年初頭以降，シュルマイスターらの構想を現実化す
べく、金融取引税の実現を訴えるロビン・フッド・タックス・キャンペ
ーンを開始した。キャンペーンは税収の半分をMDGsの達成と気候変動
対策に，残りの半分を課税実施国の貧困対策に振り分けることを提唱し
ている（上村 2012: 166）。
このように、金融取引に対する課税の税収については250億ドルから
6550億ドルの幅があるが、3000億ドル以上の費用を要する地球規模問
題を資金面で解決する観点からは、金融取引税の導入が望ましい。他方、
たとえ250億ドルの税収であっても、それは2012年の世界のODA（1256
億ドル）の約20％６）、MDGsを達成するのに必要な追加資金の50％に相
当すること、この税を契機に他のグローバル・タックス（たとえば、地
球炭素税、天然資源税、武器取引税など）の導入の議論が触発される可
能性があることなどに鑑みると、その実施の意義は大きい。
使途については、提唱者によって明示されているもの、されていない
ものがあり、明示されているものについても若干の違いはあるが、税収
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は大きく国際公共財のために使われるべきだとのコンセンサスがあるよ
うに思われる。ただし、特定の通貨ごとに課税を行う通貨取引開発税や、
国内での金融取引にも課税する金融取引税の場合は、税収は各国の国庫
に納められる性質上、まずは国内の財源に税収を充て、国際公共財は二
の次になるという「国内税収問題」を抱えている点には注意が必要であ
る（Taskforce 2010: 18）。
ｂ）投機抑制効果
続いて、投機抑制効果について比較しよう。トービンは「その税は、
とりわけ短期に往復する通貨取引を抑制するだろう」と論じている
（Tobin 1978: 6）。しかしながら、その効果については、1％程度の課税
で投機を抑制できるかどうかは定かではないという指摘もある（Jetin
2002: 64）。それに対し、設定した変動幅を越える取引に対しては高率
の税をかけるサーキット・ブレーカー機能を持つシュパーンの通貨取引
税は、理論的にはトービン税よりも確実に投機的取引を抑制することが
できる。
これらの構想と比較すると、通貨取引開発税やグローバル通貨取引税
は税率が低く、サーキット・ブレーカー機能も備えていないため、投機
を抑制し、外国為替市場を安定させるという機能は小さいと思われる。
それに対して、シュルマイスターは金融取引税の目的について、金融取
引税の実施によって税収を得ることはもとより、実体経済に大きな影響
を与えることなく、投機的な取引を抑制し、市場を安定させることとし
ている(Schulmeister 2009: 1)。
彼は、同税の効果を明らかにするために、「金融取引税に賛同する仮
説」を以下のように整理している（Schulmeister 2009: 3-4）。①現在の
資産市場は短期的投機が支配しているため、過剰な取引活動（流動性）
が存在する。②最も喫緊の課題は、短期の資産価格の不安定さではなく、
長期の不安定さである。なぜなら、短期の投機は資産価格の長期的な振
84
横浜市立大学論叢人文科学系列　2014：Vol.65　№ 2・3
動を生み、基本的な均衡点からの持続的な逸脱をもたらすからである。
③為替レート、株価、利子率、一次産品価格の行き過ぎは、「企業に対
する投機の優位」を促進し、経済成長と雇用を阻害する。④取引ごとの
一律課税は、投機的な取引を短期間にすればするほど取引コストを上昇
させるので、資産価格を安定的にする効果を与え、全般的なマクロ経済
を改善する。
シュルマイスターはこれらの仮説の分析が正しいかどうかを確認する
ために、金融市場における取引活動と価格ダイナミクス、ならびに資産
価格の変動と金融危機の分野で実証研究を行っている。その結果、①金
融市場は過剰な流動性と短期のみならず、長期における過剰な価格変動
性によって特徴づけられていること、②資産市場も過剰な流動性と過剰
な価格変動性によって特徴づけられており、そのため株価、為替レート、
一次産品価格の基本的な均衡点からの大幅で持続的な逸脱をもたらして
いることを明らかにしている（Schulmeister 2009: 7-10）。
この研究に基づき、シュルマイスターはこれらの負の影響をなくすた
めの効果的な処方箋として金融取引税を提唱し、たとえば、金融取引税
は取引が短期であればあるほどコストが高くなるので、超短期で長期的
にも短期的にも市場に不安定をもたらす取引から発生する過剰な流動性
を減少させるとしている（Schulmeister 2009: 12）。
現実にこれらの税がどの程度投機を抑制するかは、実際に実施してみ
ないことにはわからない面もある。しかしながら、これまでの理論的考
察から最も投機抑制効果を持つと考えられるのは、シュパーンの通貨取
引税とシュルマイスターの金融取引税ということになる。したがって、
投機抑制効果を重視するのであれば、これらの構想をベースに、制度設
計がなされるべきだということになろう。
ｃ）各構想の長所と短所
本節の最後に、各構想の長所と短所を比較してみよう。まず、トービ
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ン税は１％程度の税率により投機を抑制し、為替市場を安定化させ、各
国の経済政策の自立性を確保する可能性を持つが、既述のとおり、この
程度の税率では投機抑制効果に疑問を呈する研究もある。
次に、通貨取引税は二層課税によって、確実に投機を抑制しながら、
税収も確保できる構想である。しかし、通貨以外の金融商品へ租税回避
が起きる可能性とともに、主要な為替市場の参加がなければ、実施して
いない市場へ租税回避を誘発する可能性があり、実現性に難が見られる。
同様の批判はトービン税にも当てはまる。
これに対し、通貨取引開発税はすべての国が一斉に導入することなし
に、１ヶ国でも導入が可能であるばかりでなく、低税率のため租税回避
の程度も低いと思われる。しかし、その分、投機抑制効果は弱い。また、
実施通貨からそれ以外通貨への租税回避や、「国内税収問題」も抱える
可能性がある。
他方、グローバル通貨取引税は主要な取引通貨を一挙に捕捉できるた
め、実施通貨から非実施通貨への租税回避を避けることができる。しか
も、税収は直接グローバル連帯基金に上納されるため、「国内税収問題」
も起こらない。しかし、投機抑制効果が弱いと思われる点に加えて、一
部の取引はCLS銀行を通じない取引に移る、多国籍企業がグループ内で
行っている取引には課税できず、ネットアウトされたものしか捕捉でき
ないという批判もなされている（政府税制調査会 2010: 8）。
最後に、金融取引税であるが、最大の長所は巨額の税収と投機抑制効
果が見込まれることであるが、その他にも金融取引に包括的に課税する
ために、各国が一斉に導入した場合、他の金融商品への租税回避が起き
にくいことも長所として挙げられる。
他方、金融取引税の短所として、国際通貨基金（IMF）は以下の批判
を行っている。まず、金融取引税は金融取引をより安全性の低いチャン
ネルへと移動させる。次に、金融工学による租税回避に脆弱である。た
とえば、ビジネス間ではなく、むしろビジネス内部での取引が発生しう
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る。第三に、金融取引税の提唱者は、同税が投機バブルの原因となる短
期取引を減少させる機能を強調するが、「望ましくない」短期取引と
「望ましい」それとを区別することは容易ではない。最後に、金融取引
税は市場価格の変動性を必ずしも減少させるわけではない（IMF 2010:
19-21）。さらに、専門家委員会は、「国内税収問題」が生じることも指
摘している（Taskforce 2010: 18）。
これらの議論から、特に税収の大きさと投機抑制効果に鑑みて、問題
を抱えつつも金融取引税が最も望ましい選択肢と考えることができるだ
ろう。しかし、実施に当たってはIMFが指摘する諸問題が起きていない
かどうかをチェックする恒常的モニタリングと、「国内税収問題」の克
服が必要である。とりわけ、後者の問題を乗り越えるためには、複数の
国が税を導入にした場合に税収の受け皿となるガヴァナンスをいかなる
ものにすべきかという課題を解かなければならない。また、複数の国々
にまたがる金融取引税のような国境を越える活動に対する課税は、納税
者が桁違いに多数で多様になるため、従来のガヴァナンスとは異なる制
度設計が必須となる。そこで、次節ではこのガヴァナンスについて詳細
に検討したい。
２．金融取引に対する課税とグローバル・ガヴァナンス
トービン、シュパーン、SOP、シュルマイスターは、いずれも税の実
施に伴って必要となるガヴァナンスについては言及していない。それに
対し、グローバル通貨取引税を提唱した専門家委員会は、その具体的な
姿について素描している。そこで本節では、まずグローバル・タックス
の導入に伴うガヴァナンスに関する研究を紹介し、次に実在するガヴァ
ナンスを吟味し、専門家委員会の提唱するグローバル連帯基金を考察し
た上で、グローバル・ガヴァナンスの変革について展望したい。
87
上村　金融取引に対する課税とグローバル・ガヴァナンスの展望―グローバルな不正義を是正するために―
（１）トービン税機関構想と持続可能な開発のための連帯基金構想
この分野で先鞭をつけたのは、ヘルシンキ大学のヘイッキ・パトマキ
（Heikki Patomäki）であり、2001年にトービン税機関（TTO: Tobin
Tax Organization）の創設を提唱している（Patomäki 2001）。TTOとは、
通貨取引税を調整し、徴税を行う超国家機関で、その役割は加盟国から
の徴税に加えて、税率を定め、課税ベースを定義し、免税の範囲を決定
し、監視と監査を行うことである。
パトマキは、まずTTOの中に主要な決定を行う閣僚理事会と、理事会
を監視、牽制する民主議会を設けてチェック・アンド・バランスを働か
せ、次に民主議会が政府代表、国会議員代表、NGO・労働組合（市民社
会）代表から構成される新たな制度を構想している。また、億単位の人
口を擁する国々と、数万人の小国の人口の相違を意思決定により公正に
反映させるために、理事会での議決権に人口の大小を加味し、人口大国
は3票、小国は1票、その中間の国々は2票という具合に、既存の国際機
関より民主的、かつ公正となりうる制度を考案している（Patomäki
2001: 202; 上村 2009: 324; 2012: 162）。
ブリュノ・ジュタン（Bruno Jetin）は、パトマキの構想を引き継ぎ、
持続可能な開発のための連帯基金（FSDD: Fonds de solidarité pour le
développement durable）を提唱している（Jetin 2002: 113-132）。ジュ
タンは、通貨取引税を管轄する機関の3つの基本的役割と3つの原則を明
示している。すなわち、通貨取引税を実施する機関は、①通貨取引税に
かかわる国際条約を交渉し、②課税の実施に必要な技術的な基準を設定
し、③税収が諸国間で適切に分配されるように調整するという基本的役
割を、透明性、アカウンタビリティ、民主主義という3つの原則に則っ
て、果たすことを求めている（Jetin 2002:115, 123; 上村 2009: 328;
2012: 162）。その上で、ジュタンは新たにFSDDの創設を提唱している。
FSDDは各国理事会と民主総会からなり、理事会において理事国は、
人口規模に見合った議決権を持つ（Jetin 2002:123-125）。民主総会は、
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政府代表（1国1名）、国会議員代表（人口の規模によって１名から５名）、
そして市民社会代表（政府代表と国会議員代表を合わせた議席の４分の
３）から構成される。市民社会代表はあらかじめ定められたリストの中
から、抽選で選出される。選出されなかったNGOや労働組合、ならびに
地方公共団体は、FSDDに直接提案を行うことができる権利を持つ
（Jetin 2002:125-126; 上村 2009: 330-331; 2012: 162-163）。
また、ジュタンは税収の使途について、FSDDは一方で地球レベルの
環境・社会プログラムと為替準備基金、他方で各加盟国によって実施さ
れる国別プログラムという2つの基本的なプログラムに分配されると論
じる。FSDDはグローバル・プログラムに関してはその目的や優先順位、
資金創出の費用を議論するが、国別プログラムに関しては各国に分配さ
れる資金の割合を決定するだけで、実質的なプログラムの内容は各国に
よって決定される（Jetin 2002:126; 上村 2009: 331; 2012: 163）。
パトマキやジュタンの提案はあくまでも構想段階であるが、グローバ
ル・タックスの導入に伴って新しく設立されるであろう超国家機関がい
かにして民主的かつ革新的なものになりうるかを示しているといえるだ
ろう。
（２）国際医薬品購入ファシリティ（UNITAID）
以上はグローバル・タックスのガヴァナンスの「構想」であったが、
本節ではUNITAID（国際医薬品購入ファシリティ）という「現存する」
ガヴァナンスについて検討する。2006年９月に設立されたUNITAIDは、
同年７月から実施されている航空券連帯税というグローバル・タックス
の税収の受け皿であり、税という安定した財源を用いて、大量かつ長期
的にHIV/AIDS、マラリア、結核の医薬品を購入することで、これらの
価格を劇的に低下させ、途上国の貧しい人々の治療に貢献している。
UNITAIDへの参加国・団体は2014年５月現在で29ヶ国にビル＆メリン
ダ・ゲイツ財団を加えて、30に拡大している７）。
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UNITAIDは理事会、諮問フォーラム、事務局、信託基金から構成さ
れている。その中で最も重要な機関は理事会である。理事会は意思決定
機関であり、諸目的を定め、活動計画を立て、パートナーシップを推進
することに責任を負っている。理事会は、創設国（フランス、ブラジル、
チリ、ノルウェー、イギリス）とスペインから６名、アフリカ連合、ア
ジアから各１名ずつ、市民社会から２名、財団から１名、世界保健機関
（WHO）から１名の合計12名の理事で構成されている（上村 2009: 293-
294; 2012: 163）。また、UNITAIDは理事会に入っていない国々、NGO、
企業、その他のステークホルダーの意見をすくい上げるために、2007年
５月に諮問フォーラムを創設し、民主的な運営を試みている（上村
2009: 299; 2012: 164; Taskforce 2010: 30）。
UNITAIDが航空券連帯税というグローバル・タックスに依存してい
る以上、アカウンタビリティが強く要請されることから、透明性の確保、
ならびに第三者評価は欠かせない。透明性の確保についてUNITAIDは、
理事会の議事録や財政状況などをホームページで公開し、その確保に努
めている。
そして、第三者評価についてUNITAIDは、評価について理事会に報
告を行う独立運営委員会（ISC: Independent Steering Committee）を創
設し、ISCはITADというイギリスの国際開発コンサルタント会社に過
去５年間の評価を依頼している。ITADは、UNITAIDは「正しいことを」
「正しい方法で」大きなインパクトを与えているかいう観点から総合評
価を行い、その成果を2012年10月に刊行し、UNITAIDについて前向き
な評価を下している（ITAD 2012）。この評価だけで十分かどうかにつ
いては、まだ検討の余地はあるが、グローバル・タックスを財源とする
国際機関が、きちんと第三者評価を行っていることは評価できるだろう。
グローバルにインパクトをもたらすには、まだまだメンバーの数が少
ないことなど、UNITAIDは課題を抱えているが、情報公開、第三者評
価に加えて、最も重要な理事会の中に直接NGOのメンバーが入っている
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点は、意思決定の中核部分で市民社会や草の根の現場の声や想いを保証
する仕組みと見なすことができ、既存の国際機関に比して、より民主的
であることを示しているといえるだろう（上村 2009: 294-301; 2012:
164; 2014: 74-76）。
（３）グローバル連帯基金（GSF）
続いて、専門家委員会が提唱しているグローバル連帯基金（GSF:
Global Solidarity Fund）を検討しよう。GSFとは、リーディング・グ
ループ・タスクフォース専門家委員会が提唱したグローバル通貨取引税
の徴税、分配、管理を統括する機関である。専門家委員会は本論で議論
してきたTTO、FSDD、UNITAIDのようなグローバル・タックスのガ
ヴァナンスについての構想や実例を吟味し、まずその創設に当たり、ア
カウンタビリティ、民主主義、公正な代表性、透明性の原則の重要性を
強調している。また、GSFは直接税収を使わず、現場でプロジェクトな
どを実施する既存の機関に資金を分配することを提唱している
（Taskforce 2010: 30; 上村 2012: 164）。
具体的な機構については、「グローバル連帯基金は、諮問フォーラム
とともに、市民社会やビジネスセクターも含めた幅広いステークホルダ
ーから構成される意思決定機関を擁する独立した信託基金として設立す
ることができる」としている（Taskforce 2010: 31; 上村 2012: 165）。
すなわち、GSFは信託基金、理事会、諮問フォーラム、事務局から構成
される。信託基金は世界銀行のような豊かな経験を持つ国際金融機関に
よって管理されるが、理事会は先進国と途上国のメンバーのバランスの
取れたマルチ・ステークホルダーで構成される。基金は理事会の外にい
る関係者の声をすくい上げるために、諮問フォーラムを設置する。諮問
フォーラムは将来的にはパトマキのいう民主議会、ジュタンの提唱する
民主総会のような機構に改組される可能性がある、ということになろう。
もちろん将来GSFのような機関が設立されたとしても、それでグロー
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バルなガヴァナンスが大きく変わることはないかもしれない。しかし、
グローバル・タックスは納税者が桁違いに多数で多様になるために、
GSFのように既存のガヴァナンスよりも透明で、民主的で、アカウンタ
ブルな新しいタイプのガヴァナンスが強く要請されることとなる。また、
グローバル・タックスを財源とする新しい機関は、従来の国際機関と異
なり、制度設計次第で財政的に自立性を確立し、主権国家のくびきから
も解き放たれる可能性もある。それは、大国の利益や各国の国益に縛ら
れることなく、純粋に地球益のために行動できる機関の誕生を意味する。
したがって、今後さまざまなグローバル・タックスが導入され、それに
伴って次々と独自財源とより民主的な意思決定機関を備えた新たな超国
家機関が創設されれば、グローバル・ガヴァナンスに新たなダイナミズ
ムを生むことになろう。
さらに長期的には、さまざまなグローバル・タックスを管理する超国
家機関がやがて１つに収斂して「グローバル・タックス機関」とでも呼
ばれる機構ができ、それを民主的に統治する「グローバル議会」とも呼
べる組織が創設されるならば、グローバル・ガヴァナンスは本格的に変
革されることとなるだろう（上村 2009:334-335; 2013a: 251; 2013b）。
このような構想は現時点ではまったくのユートピアとみなされるかも
しれない。しかし、あまりにも深刻な地球規模問題、そしてあまりにも
強力なグローバル金融とその支配という現実を直視するならば、これら
はグローバルな不正義を是正するための必要不可欠な構想となるのでは
なかろうか。
３．金融取引に対する課税をめぐるポリティックス
ここまで、金融取引に対する課税の諸構想とその比較分析、グローバ
ル・タックスの導入に伴うガヴァナンスの創設と、現状のグローバル・
ガヴァナンスの変革の可能性について論じてきた。しかし、これらが構
想に留まっていては意味がない。そこで本節は、これらの構想の現実化
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という観点から、論を展開していきたい。
金融取引に対する課税の実現は極めてむずかしい「夢物語」と考えら
れてきたが、2011年９月28日に歴史の歯車が大きく動くこととなる。欧
州連合（EU）の執行機関である欧州委員会は、同日EU加盟各国に対し、
欧州金融取引税を2014年１月に導入するEU指令案を提示したのである
（EC 2011）。それに呼応する形で、フランスでは2012年２月にフランス
単独での金融取引税法案を議会が可決し、同年８月に実施が開始されて
いる８）。フランスに続いてイタリアも、2013年３月１日に金融取引税
を開始した。
欧州金融取引税は、EU域内居住者である金融機関、または取引相手
がEU域内居住者である場合のEU域外の金融機関等が行う株式と債券取
引に0.1％、デリヴァティブ取引に0.01％を課すもので、通貨の現物取引
には課税しない。主要な目的は、①金融セクターに公平な負担を求める
こと、②EU各国間の関連税制の統一化を図ること、③金融市場の効率
性を損なう取引を抑制すること、④各国の財政再建、ならびにEU全体
の共有財源を確保すること、⑤税収の一部を開発資金や気候変動に充当
することである。予想される税収は550～570億ユーロ（7兆7000億円～
7兆9800億円。1ユーロ＝140円で計算。以下同様）とされている（EC
2011: 2-11; 上村 2013a; 金子 2013:127-128; 是枝 2012: 3, 5, 13 ）。
フランスの金融取引税は、時価総額10億ユーロ以上のフランス国籍の
上場株式に対する取引に対し税率0.2％の税金を課すのみならず、クレ
ジット・デフォルト・スワップ（CDS）取引や超高速取引に対して
0.02% を課税する（金子 2013:128-129）。通貨取引や債権取引には課税
しない。2012年8月から2013年8月までの税収は6億4800万ユーロ（907
億2000万円）であり、うち10％近くに当たる6000万ユーロ（84億円）
がフランス開発庁下の「開発資金のための連帯特別基金」に入れられて
いる９）。
それに対し、イタリアの金融取引税は、イタリアの企業が発行する金
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融商品に対する課税で、フランスの金融取引税よりも課税範囲が広い。
株式、超高速取引に加えて、デリヴァティブにも課税を行う。株式には
0.2％、超高速取引には0.02％の税率で課税を行うが、EU域内の取引に
対しては株式の税率が0.1％になる10）。
これらの税はフランス、イタリア国内、ないしEU域内を対象にして
いる点、税収を主として自国、あるいはEU域内に限定している点で、
グローバルな不正義を是正するには不十分ではある。しかしながら、欧
州委員会は同税をG20レベルに働きかける意思を示し（EC 2011）、フ
ランスも税収の10％近くを開発援助全般やエイズその他の感染症対策に
使用しており、グローバルなレベルで金融取引に対する課税を実現させ
る突破口となる可能性もある。
欧州委員会の提案に対し、フランス、ドイツ、ベルギーなど11ヶ国が
賛同しているのに対し、明確に反対しているのがイギリスである。2012
年１月に、デイヴィッド・キャメロン（David Cameron）英首相は、
「欧州が経済成長の達成に苦労するなかで、欧州全域にわたる金融取引
税を導入するなど、検討するだけでも狂気の沙汰だ」と述べ、「同税導
入により2000億ユーロの経済コストが発生し、50万人の雇用が失われる
可能性がある」として、強硬に反対している11）。
これに対し、欧州委員会のアルジルダス・シェメタ（Algirdas Šemeta）
委員（税制・関税同盟・会計検査・不正対策担当）は、「納税者には金
融セクターに対して国家財政への公正な貢献を求める正当な権限があ
る」と述べ、「われわれはこの提案を推進し続ける。当局による影響評
価を間違って解釈する人々には反論していく」と主張している12）。ニコ
ラ・サルコジ大統領（Nicolas Sarközy 当時）も、フランス単独での金
融取引税の目的について、「われわれはショックを引き起こし、見本を
示すことを望んでいる」と説明、「現在の状況を招いたのは自由化され
た金融業界であり、現状復旧に参加させない理由はない」と語っている
13）。
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イギリスが欧州金融取引税に反対する理由は、その導入がイギリス経
済に悪影響を与える可能性があるからであるが、会計事務所アーンス
ト・アンド・ヤングの経済調査部門アイテム・クラブは、金融取引税の
導入によって4500人の雇用が失われ、たとえ同税がユーロ圏だけで導入
される場合でも、全体の税収350億ユーロのうち220億ユーロを英国の金
融機関が負担することになるとしている14）。他方、欧州委員会は、欧州
金融取引税は欧州のGDPの0.2％から0.4％の上昇に貢献すると試算して
いる（EC 2012: 3）。
欧州金融取引税に対する政治的な鞘当てが続く中、2012年5月23日に
欧州議会本会議が開催され、同税に関する欧州委員会への勧告案が、賛
成487、反対152、棄権46で採択された。さらに、同年10月にEU財務相
会議において、ドイツ、フランスを含むユーロ圏11ヶ国が導入の意向を
示し、同月欧州委員会がこれを承認、12月に同委員会が欧州議会に提案
し、圧倒的多数で採択された。そして、2013年１月22日、11ヶ国によ
る金融取引税が財務相会議で採択され、2月14日に欧州委員会が、11ヶ
国金融取引税の理事会指令案を提示した。
しかし、ここで「物語」が終わったわけではない。その後、イギリス
は同年４月に欧州金融取引税は違法であると欧州司法裁判所に提訴し、
EU理事会の法案審査当局も９月にその違法性を指摘し、反金融取引税
勢力の猛反撃が始まった。
これに対し、2014年1月23日に欧州委員会が反論を展開し、同年２月
19日に開催された仏独首脳会合で金融取引税の早期採択を確認する一
方、欧州司法裁判所は、イギリスの異議申し立てについて、これを棄却
した。そして、５月６日の欧州財務相会合で、金融取引税を遅くとも
2016年１月１日までに先行導入することで合意に至った。当初は11ヶ国
が先行導入を決めていたが、同月首相が辞任を表明したスロベニアは合
意に加わらなかった。フランスのミシェル・サパン（Michel Sapin）財政
相によると、合意内容は、課税対象を当面、株式と一部のデリバティブ
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（金融派生商品）に限定し、2014年末までに欧州委員会とともに細部を
詰め、法案を作成することとなっている15）。
このように、イギリスなどの強い反対で、課税範囲が狭まることにな
ったものの、「夢物語」と思われた複数の主要国による金融取引税は近
い将来現実化する見通しとなったのである。
おわりに
これまで金融取引に対する課税に関する５つの構想を比較・分析し、
ガヴァナンスのあり方、同税導入に伴う政治的な対立を吟味してきた。
そこで明らかになったことは、投機的取引を抑制しつつ、巨額の税収が
見込まれる観点から、金融取引税は有効な処方箋となること、そして適
切な制度設計により、そのグローバルなレベルでのガヴァナンスは、従
来のそれよりも、透明で、民主的で、アカウンタブルになる可能性であ
る。
しかしながら、欧州金融取引税に対するイギリスの強硬な反対に見ら
れるとおり、欧州レベルでさえ、共通の実施が困難であることも明らか
になった。グローバルなレベルで見れば、アメリカはもとより日本など
も消極的であり、今後いかにしてこれらの大国を巻き込んでいくかが問
われている。
ここでは十分な議論はできないが、今後少なくとも次のような時間軸
を意識した戦略的な動きが必要となるだろう。まず、短・中期的には、
金融取引税を実施する国を１つでも多く増やしていくことである。この
点については、既述のロビン・フッド・タックス・キャンペーンが積極
的な動きをしており、その進展が期待される。
次に、中・長期的には、金融取引に対する課税のみならず、地球炭素
税など他のグローバル・タックスの実施を後押しすることである。折し
も、2011年12月に開催された第17回国連気候変動枠組条約締約国会議
（COP17）で、途上国の緩和対策のために、年間1000億ドルを調達する
96
横浜市立大学論叢人文科学系列　2014：Vol.65　№ 2・3
ことを目的とするグリーン気候基金（GCF）の創設が決定し、その充当
のために、地球炭素税や金融取引に対する課税も議論されている
（High-Level Advisory Group on Climate Change Financing 2010; United
Nations 2012）。グリーン気候基金の主要な財源として地球炭素税ない
し金融取引に対する課税が導入され、巨額の税収を透明性、民主性、ア
カウンタビリティを持って運営するガヴァナンスが確立すれば、その他
のグローバル・タックス導入の起爆剤になるという点でも、グローバ
ル・ガヴァナンスを変革しうるという点でも、大きなインパクトを与え
ることになるだろう16）。
そして先述のとおり、長期的には、それぞれのグローバル・タックス
の導入によって創設される各々の基金やガヴァナンスが、やがて１つに
統合されて「グローバル・タックス機関」に収斂し、それを民主的に統
治するグローバル議会が創設される道筋を描くことが欠かせない（上村
2009: 334-335; 2013b）。これについては、本当に実現できるかどうか
という疑問、このような巨大な機関が巨大な利権や汚職の発生させる可
能性、「権力の過度の集中・テクノクラート支配は圧制を生み、政治的
文化的な多様性の喪失につながる」という批判（深井 2005: 164-165）、
既存の国際機関と新たな機関との関係性の不明瞭さなど、重い課題が横
たわっている（上村 2009: 347）。
しかし、イギリスやアメリカなど金融大国の反対を乗り越えて「グロ
ーバル」金融取引税を実現させ、現在の「１％の」グローバル・ガヴァ
ナンスを改革し、グローバルな不正義を是正するためには、グローバ
ル・タックスのような革新的な政策のみならず、グローバル・タックス
機関やグローバル議会の創設のようなスケールの大きな議論が必要とな
るのである。
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びとしたい。
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